
公益財団法人安達峰一郎記念財団

1 平成29年度事業運営方針

2 事業展開

(1) 公益事業　１　表彰事業：
・安達峰一郎記念賞(第50回）
　平成28年度における国際法に関する優秀な研究業績(論文または著書）に対し、安達峰一郎
　記念賞を贈呈する。推薦者を通じ、積極的に応募者の確保に努める。

(2) 公益事業　2　研究助成・調査研究事業：
・安達峰一郎記念国際法奨学金制度（第53回）
　国際法の研究に従事する大学院生等に対し、選考により奨学金を贈り、研究を助成する。
　1年後に研究成果の報告を受け、今後の研究について進言する。
・研究助成
　一般社団法人国際法協会等国際法諸機関に対する研究助成を行う。
・調査研究

①　山形大学人文社会科学部、安達峰一郎研究資料室との共同事業として、安達峰一郎が
　　駐仏時代の書簡の翻訳、整理を行う。（平成29～30年度）
②　山形美術館が平成31年度に企画する美術品展示会に、当法人が協賛することについて
　　協議する。
③　和歌山県立近代美術館学芸員の協力を得て、当法人所蔵の未公開美術品の可視化を
　　継続する。

・研究資料の提供
  安達峰一郎の業績研究の一環として、研究機関ならびに研究者に研究資料を提供する。
・資料および記念品・遺品の調査
　安達峰一郎の記念品・遺品等は、当法人事業所内およびQuraz（新宿区須賀町）の倉庫に
  収蔵しているが、未整理の資料については引き続き整理、調査を継続する。整理を完了
  した資料は、引き続きリストに載せて漸次ホームページにアップし、研究者等必要とする
  人々が何時でも検索できるよう整備する。

(3) 公益事業　３　広報事業等：
・安達峰一郎の業績の普及浸透
　国際秩序が危機状態にあり、安達峰一郎の評価が高まってきている折、電子媒体による情報
  発信等あらゆる機会を捉えて、その人となりや業績の普及に努めるとともに、当法人活動
  についても一層の理解浸透を図る。
・周年行事の準備
　安達峰一郎生誕150年(平成31年6月）ならびに安達峰一郎記念財団創立60年(平成32年6月）
　を迎えるに当り、記念行事計画の立案、準備を行う。
・関係機関との協力

①　国際平和と国連思想の普及に関する事業
　公益財団法人日本国際連合協会主催の題記事業につき、引き続き協賛者として支援し、公益財団法人日本国際連合協会主催の題記事業につき、引き続き協賛者として支援し、
　｢国際理解・国際協力のための高校生の主張コンクール」、｢国際理解･国際協力のための｢国際理解・国際協力のための高校生の主張コンクール」、｢国際理解･国際協力のための
　全国中学生作文コンテスト」の優秀者を表彰する。

②　安達峰一郎の出身地である山形県山辺町の中学校の最優秀卒業生に対し、｢安達峰一郎
奨学賞」を贈呈する。

平成29年度事業計画

平成29年度のわが国経済は、経済対策など各種政策の推進等により好環境が進展する中で、民需を
中心とした景気回復が見込まれる。他方、海外経済の不確実性、金融資本市場の変動の影響が懸念
されている。
当法人は昭和35年創立、平成24年に公益財団法人の認定を受け、以来公益法人として運営してき
た。近年、安達峰一郎に対する関心が高まるとともに、当法人の諸活動への期待は着実に増してい
る。このような状況下、当年度は、公益性の観点を保持しつつ、極力経費の節減に努めながら、従
来の方針を踏襲し、安達峰一郎の業績の一層の浸透、国際親善・世界平和に寄与する人材の育成を
軸に事業を展開する。



・広報の積極的展開
　広報の手段としてのホームページをより充実させるとともに、マスコミ等へのPRを積極的に
  行う｡

3 平成29年度事業日程
29年  4月 安達峰一郎記念国際法奨学生選考委員会

5～6月 理事会・評議員会(平成28年度事業報告および決算・役員の選任）
（理事会で承認された議案を14日後以降に評議員会に諮り承認を得る）

 9月 安達峰一郎記念賞選考委員会
10月 安達峰一郎記念賞贈賞式
11月 (公財)日本国際連合協会主催｢国際理解･国際協力のための高校生の主張コン

クール」審査
30年  2月 安達峰一郎記念国際法奨学生の研究報告会

 3月 理事会・評議員会(平成30年度事業計画および収支予算）

4 事業資金の調達

○長期国債
利率 数量(千円） 利金・配当

46,000 736,000円 (平成42年6月償還）
550,000 8,250,000円 (平成44年6月償還）
200,000 2,800,000円 (平成44年12月償還）
20,000 280,000円 (平成57年3月償還）

816,000 12,066,000円
○株式配当

東京電力 (41,000株） 0円
中部電力 (41,000株） 1,230,000円

○ファンド分配金(含元本払戻金）
短期豪ドル債OP 82,203,742口 2,959,332円

○その他 10,000円

16,265,332円

　　　　　　　以　上

合　計

総　計

40年国債　1.4%

　当法人の事業資金の調達は、長期国債、有価証券等の運用で得る利金、配当等によるものであ
る。資金別の調達資金は次の通りである。

　20年国債　1.6%
〃　　　1.5%

30年国債　1.4%


